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決 算 特 別 委 員 会 記 録

招集年月日 令和３年９月６日（月）

招 集 場 所 日高市役所 第２委員会室

開閉の日時 開 議 ９月６日 午前 ９時３０分

散 会 ９月６日 午前１１時５６分

出 席 委 員 委 員 長 和 田 貴 弘 副委員長 松 尾 万葉香

委 員 金 子 博 委 員 加 藤 大 輔

〃 三 木 伸 也 〃 佐 藤 真

〃 田 中 まどか

議 長 大 澤 博 行

欠 席 委 員 な し

説明のため 総 合 政 策 部 長 大 野 康 行 政 策 秘 書 課 長 国 分 央

主 幹副 参 事 大 野 雅 司 柳 戸 秀 介出席した者 （政策推進担当）

主 幹 上 田 延 洋 主 査 廣 地 一 彬の 職 氏 名 （企画調整担当）

主 幹 野 口 宗 孝（ 秘 書 担 当 ）

主 査市 政 情 報 課 長 関 口 秀 昭 松 延 佑一郎（情報化推進担当）

主 幹主 幹 井 上 憲 （法規・情報公開 関 田 兼 之（広報・統計担当） 担 当）

主 幹財 政 課 長 滝 沢 淳 石 森 昭 博（ 財 政 担 当 ）

主 幹 菊 地 誠 治（施設管理担当）

主 幹管 財 課 長 内 藤 好 一 比留間 一 行（契約検査担当）

主 幹 浅 野 英 幸（財産管理担当）

総 務 部 長 関 祐 江 総 務 課 長 荻 野 毅

主 幹 主 幹
（庶務・ふるさと 須 田 修 司 （ 人 権 推 進 ・ 清 水 学

納 税 担 当 ） 市民活動担当）
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主 幹 山 下 達 也（人事厚生担当）

主 幹
危 機 管 理 課 長 渋 谷 秀 一 （ 防 災 ・ 消 防 吉 野 正 晴

担 当）

主 幹
（ 交 通 安 全 ・ 堀 口 喜 由
防 犯 担 当 ）

主 幹税 務 課 長 武 藤 勝 吉 野 修（市民税担当）

主 幹 大 岩 秀 範（資産税担当）

主 幹収 税 課 長 大河原 直 希 比留間 徳 也（ 収 税 担 当 ）

福祉子ども部長 大 沢 宗 明 生 活 福 祉 課 長 堀 口 和 子

主 幹 主 幹栗 山 秀 晶 樋 口 真 也（地域福祉担当） （生活支援担当）

主 幹障がい福祉課長 森 田 敏 夫 高 橋 正 之（障がい福祉担当）

主 幹 小 嶋 健一郎（支援推進担当）

主 幹子育て応援課長 髙 山 知 子 加 藤 恵 造（子育て応援担当）

主 幹主 幹 須 田 幸 知 （子育て総合支援 須 田 和 克（ 保 育 担 当 ） センター担当）

健 康 推 進 部 長 林 政 男 長寿いきがい課長 鈴 木 雅 広

主 幹 主 幹山 口 英 幸 長谷川 和 則（高齢者支援担当） （介護保険担当）

主 幹保 険 年 金 課 長 西 長 武 小久保 恵美子（国民健康保険担当)

主 幹
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医療費担当）

保健相談センター 主 幹駒 井 実 北 野 新 二所 長 （ 予 防 担 当 ）

主 幹主 幹 小 嶋 弘 恵 （ワクチン接種 石 井 弘 和（健康支援担当） 推 進 担 当 ）

主 査会 計 管 理 者 吉 野 靖 彦 林 建 也（出納・審査担当）

議 会 事 務 局 長 椙 山 吉 之 次 長 野 澤 勝 行
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選挙管理委員会 主 幹荻 野 毅 須 田 修 司事 務 局 長 （ 選 挙 担 当 ）

監査委員事務局長 荻 野 毅 主 査 長 岡 裕 美

書 記 事 務 局 長 椙 山 吉 之 次 長 野 澤 勝 行

主 幹 飯 島 和 雄 主 査 金 子 砂知子

付 託 事 件 ｏ議案第３４号 令和２年度日高市一般会計歳入歳出決算の認定について

ｏ議案第３５号 令和２年度日高市国民健康保険特別会計歳入歳出決算の

認定について

ｏ議案第３６号 令和２年度日高市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算

の認定について

ｏ議案第３７号 令和２年度日高市介護保険特別会計歳入歳出決算の認定

について

ｏ議案第３８号 令和２年度日高市武蔵高萩駅北土地区画整理事業特別会

計歳入歳出決算の認定について

ｏ議案第３９号 令和２年度日高市水道事業会計決算の認定について

ｏ議案第４０号 令和２年度日高市下水道事業会計決算の認定について

審 査 の 経 過

（別 紙 の と お り）
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開 議 午前９時３０分

ｏ和田委員長 ただいまの出席委員は全員であります。

これより決算特別委員会を開会いたします。

本日の日程については、本定例会で付託を受けました議案第３４号から議案第４０号までの審

査であります。

議案第３４号 令和２年度日高市一般会計歳入歳出決算の認定について、議案第３５号 令和

２年度日高市国民健康保険特別会計歳入歳出決算の認定について、議案第３６号 令和２年度日

高市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算の認定について、議案第３７号 令和２年度日高市介

護保険特別会計歳入歳出決算の認定について、議案第３８号 令和２年度日高市武蔵高萩駅北土

地区画整理事業特別会計歳入歳出決算の認定について、議案第３９号 令和２年度日高市水道事

業会計決算の認定について、議案第４０号 令和２年度日高市下水道事業会計決算の認定につい

てを一括議題といたします。

前回の会議に引き続き質疑を行います。

初めに、健康推進部関係について説明員の出席を求めます。

（説明員出席）

ｏ和田委員長 暫時休憩いたします。

休 憩 午前９時３０分

再 開 午前９時３０分

ｏ和田委員長 休憩前に引き続き会議を開きます。

保健相談センター関係について質疑を願います。

加藤委員。

ｏ加藤委員 １点お聞きします。

成果説明書１８２ページ、健康相談事業についてお伺いいたします。水曜日の健康相談は、緊

急事態宣言以外の期間は実施されたということですが、相談者数は大きく減少をしています。外

出自粛や感染へのおそれによるものだと考えられますけれども、妊産婦の顔が見えにくい中で、

心配な方々をどうピックアップし、フォローしていたのか説明をお願いいたします。

ｏ和田委員長 駒井保健相談センター所長。

ｏ駒井保健相談センター所長 妊産婦のフォローにつきましては、訪問や面接の機会をできるだけ避

けるため、電話でのより詳しい状況確認の上で相談を実施いたしました。必要時のみ個別対応と

し、訪問や面接によりフォローをしてまいりました。

以上でございます。

ｏ和田委員長 ほかに質疑はございませんか。

田中委員。
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ｏ田中委員 ３点伺います。

成果説明書の１７９ページ、去年もお聞きしているのですけれども、こころの健康づくり事業

の中の自殺者防止です。ゲートキーパー養成研修なども行われているようですけれども、市内の

年代別自殺者数についてお伺いいたします。また、本市の傾向があればそれも併せてお伺いいた

します。

それから、１８０ページの安心出産支援事業です。これについては３点伺います。不妊治療費

助成金を利用した人数、それからそれを使って妊娠に至った方の人数をお伺いします。また、こ

れ男性も使えますけれども、男性の利用があったのかお伺いします。

それから、不育検査の利用があったかお伺いします。

最後に、マタニティタクシーの利用券使用率が去年６．幾つだったと思っているのですけれど

も、それ、私質疑したときに利用率向上に努めるという御答弁があったのですけれども、５．２

％と下がってしまいました。この内容の見直しをなさったかどうかお伺いします。

同じく１８０ページの乳幼児支援事業です。こちらは新生児全戸訪問なのですけれども、予算

が１５０万で決算が約１００万と決算書のほうに出ております。コロナ禍において新生児全戸訪

問は予定どおり実施できたのかどうかお伺いします。

以上です。

ｏ和田委員長 駒井保健相談センター所長。

ｏ駒井保健相談センター所長 まず初めに、ページ数１７９ページのこころの健康づくり事業の御質

疑にお答えいたします。

令和２年における自殺者の人数でございますが、男性は３０歳代１名、４０歳代１名、５０歳

代２名、７０歳代１名、８０歳代１名の６人、女性は２０歳代１名、５０歳代１名の２名で、合

計８名でございました。年代ごとの増減はあるものの、全体としては減少傾向にございました。

また、高齢者の自殺者は減少傾向にありますが、３０歳代から５０歳代には変動はございません

でした。

引き続き１８０ページの安心出産支援事業の御質疑３つについてお答えいたします。まず初め

に、不妊治療費助成金に関する御質疑ですが、助成制度を利用された方ですが、２７組５４名の

御夫婦が制度を御利用いただきました。また、妊娠に至った方につきましては、２１組４２名で

ございました。

なお、男性が不妊治療を行った実績はございませんでした。

続きまして、不育検査の御利用についての御質疑ですが、不育検査を御利用された方はござい

ませんでした。

マタニティタクシーの利用率についての御質疑ですが、母子手帳をお渡しする際に、妊婦さん

の状況を聞きながらマタニティタクシーの利用券をお渡ししておりますが、自家用車を利用予定
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の方が多いこと、さらにはパートナー等近親者からの支援が得られる方が多いことなどから利用

率が伸びなかったものであると考えております。しかしながら、ぜひ利用したいとの意見も少な

からず伺っておりますので、制度の在り方につきましては、利用ニーズの把握等を継続してまい

りたいと考えております。

最後になりますが、乳幼児支援事業でございます。コロナ禍における新生児訪問についてでご

ざいますが、訪問対象であった全２７６戸のうち９２％に相当する２５４件のお宅を訪問するこ

とができました。また、訪問できなかったお宅につきましては、来所いただいての面談や電話相

談等を通じて、新生児支援に併せてお母さんの体調管理等を行ってまいりました。

以上でございます。

ｏ和田委員長 ほかに質疑はございませんか。

（な し）

ｏ和田委員長 質疑を終わります。

暫時休憩いたします。

休 憩 午前９時３７分

再 開 午前９時３８分

ｏ和田委員長 休憩前に引き続き会議を開きます。

まず、長寿いきがい課関係のうち一般会計について質疑を願います。

三木委員。

ｏ三木委員 ３点お聞きします。

まず、決算特別委員会資料の１１６ページ、ねたきり老人等紙おむつ支給事業業務委託です。

こちらは随契２の入札に適さないとなっていますが、理由を教えてください。

２点目、決算特別委員会資料の同じ１１６ページの配食サービス事業業務委託、こちらも同様

に随契２の入札に適さないとなっていますが、理由を教えてください。

３点目、主要な施策の成果説明書１６５ページ、高齢者保健・介護予防一体推進事業、こちら

はフレイル対策教室参加者の目標人数を教えてください。

以上になります。

ｏ和田委員長 鈴木長寿いきがい課長。

ｏ鈴木長寿いきがい課長 お答えいたします。

御質疑の１点目、ねたきり老人等紙おむつ支給事業業務委託の契約についてですが、取り扱う

品目ごとの単価契約となっております。全３５種類７８品目あり、入札を行うと品目ごとに事業

者が変わってしまう可能性があります。また、現物を利用者の自宅へ配達しておりますが、同内

容に対応している事業者が少ないのが現状です。そのため３者から見積りを聴取し、そのうちの

１者と随意契約を締結しております。
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次に、２点目、配食サービス事業業務委託の契約についてですが、こちらも１食ごとの単価契

約となっております。当市の委託内容で、保温容器であること、直接手渡しすることによる見守

りを行うこと等としており、この内容に対応している事業者が少ないのが現状です。そのため、

同内容に対応できる２者から見積りを聴取したところ、同額であったこと、及び利用者が事業者

を選定できるということから、２者と随意契約を締結しております。

続きまして、３点目、フレイル対策教室の参加者の目標人数についてですが、１日当たり１０

名で、２日間の実施でしたので、延べ２０人となります。

以上です。

ｏ和田委員長 ほかに質疑はございませんか。

田中委員。

ｏ田中委員 成果説明書の１６５ページ、今の三木委員と同じところなのですけれども、高齢者保健

・介護予防一体推進事業、こちら新規事業なのですけれども、フレイル対策教室の内容と、それ

から、それを利用された方たちの開催後の参加者のフォローはどうされているのか伺います。

ｏ和田委員長 鈴木長寿いきがい課長。

ｏ鈴木長寿いきがい課長 お答えいたします。

高齢者保健・介護予防一体推進事業、フレイル教室の内容についてですが、高齢者が要介護状

態になる原因として、運動器疾患や口腔機能低下といったフレイルが原因であるケースが増加し

てきております。このような介護予備軍とされるフレイルを予防するために、令和２年度におい

て筋肉、口腔ケア、骨粗鬆症予防、栄養の４教室を実施いたしました。また、教室の内容を広く

市民に周知するためにチラシを作成し、全戸配布いたしました。

次に、参加者へのフォローですが、教室開催から１年経過をめどに参加者に対してアンケート

を実施し、現状把握を行うとともに、対応が必要な方については指導、助言等を行っていく予定

です。

以上です。

ｏ和田委員長 ほかに質疑はございませんか。

金子委員。

ｏ金子委員 同じく今の三木委員、田中委員と同じ項目なのですけれども、決算書の８７ページの７

の１報償金とあります。２４万７，５００円使っているわけですけれども、どのようなことに使

ったのか。

その１点だけ、報償金はどのように使われたのかをお伺いします。

ｏ和田委員長 鈴木長寿いきがい課長。

ｏ鈴木長寿いきがい課長 高齢者保健・介護予防一体推進事業の報償金２４万７，５００円は、講師

４名への謝金でございます。内訳は、医師３名、管理栄養士１名で、医師については７万２，５
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００円を、管理栄養士については３万円を支出しております。この謝金にはフレイル対策教室の

講師料のほかに、その内容を広く市民に周知するためのチラシを作成する際の原稿料を含んだも

のとなっております。

以上です。

ｏ和田委員長 ほかに質疑はございませんか。

（な し）

ｏ和田委員長 質疑を終わります。

次に、長寿いきがい課関係のうち介護保険特別会計について質疑を願います。

三木委員。

ｏ三木委員 １点お聞きします。

予算執行の実績説明書、介護保険特別会計、１ページ目の歳入の合計、平成２９年度からほぼ

横ばいですが、理由を教えてください。

以上です。

ｏ和田委員長 鈴木長寿いきがい課長。

ｏ鈴木長寿いきがい課長 お答えいたします。

歳入の合計、平成２９年度からほぼ横ばいの理由でございますが、歳入につきましては、最も

大きな割合を占める介護保険料が介護保険事業計画に基づいていることから、平成３０年度から

令和２年度は保険料額が同額となっていること、及び高齢者人口の伸びが比較的落ち着いてきた

ことなどにより、若干ですが、増加しながらの推移となっております。

以上です。

ｏ和田委員長 ほかに質疑はございませんか。

田中委員。

ｏ田中委員 ３点お聞きします。

予算執行の実績説明書の１ページ、歳入、繰入金です。低所得者保険料軽減繰入金が４，４２

２万７，０００円と、元年度の２，３８３万３，０００円の約８５％増となっております。低所

得の方がどれぐらい増えているのかお伺いいたします。

２ページ、認定申請・審査の状況の表を見ますと、審査件数が２，０２１件で元年度より６８

件増えておりますが、介護申請から認定までにかかる日数の平均は何日でしょうか。原則は３０

日以内となっております。昨年お聞きしたときには３４．２日ということでした。短縮できたの

かを伺います。

同じく２ページの介護認定審査件数、ただいまの２，０２１件のうち、更新の件数とその結果

について伺います。審査の結果、より重度になられた方、変更なしの方、より軽度になられた方、

認定外になられた方の人数と、また、より軽度になられた方の主な要因というのをお聞きいたし
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ます。お願いいたします。

ｏ和田委員長 鈴木長寿いきがい課長。

ｏ鈴木長寿いきがい課長 お答えいたします。

御質疑の１点目、低所得者保険料軽減の対象となるのは、保険料段階のうち第１段階から第３

段階となりますが、令和元年度は４，３０８人、令和２年度が４，４１７人で１０９人の増とな

っております。低所得者保険料軽減繰入金が８５％の増となっておりますのは、消費税改正に合

わせて低所得者の保険料負担が少なくなるよう段階的に保険料率を変更しているため、国、県及

び市が負担する繰入金が増えたことによるものでございます。

次に、御質疑２点目の介護認定申請から認定までにかかる日数の平均でございますが、令和２

年度は３３．４日となっており、令和元年度と比べて０．８日の短縮となりました。

次に、３点目の介護認定審査の更新件数とその結果でございますが、２，０２１件のうち更新

は１，１２３件です。結果の内訳は、前回より重度が３４９件、変更なしが５１５件、より軽度

が２５４件、認定外は５件です。より軽度となった方は、発症後まもなく認定を受けた方の身体

的な改善によるものが要因と思われます。

以上です。

ｏ和田委員長 ほかに質疑はございませんか。

（な し）

ｏ和田委員長 質疑を終わります。

暫時休憩いたします。

休 憩 午前９時４８分

再 開 午前９時４９分

ｏ和田委員長 休憩前に引き続き会議を開きます。

まず、保険年金課関係のうち一般会計について質疑を願います。

三木委員。

ｏ三木委員 １点お聞きします。

歳入歳出決算書８７ページ、款３ 項１ 目５ 国民健康保険事業費、こちらの００００００

２一般職人件費、３の７ 時間外勤務手当、ほかと比べて多い理由と、昨年度より２５％増加し

ていますが、この理由を教えてください。

以上です。

ｏ和田委員長 西保険年金課長。

ｏ西保険年金課長 お答えいたします。

１人当たりの時間外勤務が多い理由といたしましては、国民健康保険の窓口は年間を通して手

続に来庁される方が多いため手続処理が多くなっております。また、そのほかに窓口以外の個々
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の事務処理もあるため、比較的他課より時間外勤務が多くなっている状況でございます。

また、元年度より増加した理由といたしましては、新型コロナウイルス感染症の影響により収

入が減少した被保険者への国民健康保険税の減免申請が新たに始まり、要領の整備や相談、審査

が事務として加わったことが要因の一つとして挙げられます。

以上です。

ｏ和田委員長 ほかに質疑はございませんか。

金子委員。

ｏ金子委員 決算書８５ページ、成果説明書１７０ページになりますけれども、１点お聞きします。

成果説明書の１７０ページの後期高齢者健康診査と、その下にあります後期高齢者人間ドック、

両方とも執行率が低いのですけれども、この低い理由と、それに対する改善策等はございました

らお願いします。

ｏ和田委員長 西保険年金課長。

ｏ西保険年金課長 お答えいたします。

後期高齢者健康診査事業、後期高齢者人間ドック助成事業の執行率が低くなりました原因とい

たしましては、新型コロナウイルスの感染拡大に伴う緊急事態宣言が発令された影響もあり、ふ

だんの外出に加えて、健康診査や人間ドックを控える高齢者が増加したことによるものでござい

ます。健康診査や人間ドックにつきましては、生活習慣病の予防や病気の早期発見に欠かすこと

のできないものでありますことから、受診券発送時の案内や広報への掲載等を充実し、健診率の

向上に努めてまいります。

以上です。

ｏ和田委員長 ほかに質疑はございませんか。

（な し）

ｏ和田委員長 質疑を終わります。

次に、保険年金課関係のうち国民健康保険特別会計について質疑を願います。

田中委員。

ｏ田中委員 ２点伺います。

予算執行の実績説明書の１ページ、歳出、保険給付費について伺います。給付費全体は減って

いるのですけれども、高額医療費が増えております。２ページの被保険者の状況と保険給付の状

況の表を見ますと、被保険者が減っている中で１人当たりの診療費は増えております。高額医療

費を使った上位３位の疾病は何だったでしょうか。調剤費、これも２ページを見ますと上がって

おります。ジェネリック薬の利用率はどうだったのか伺います。

それから、傷病手当金が１０万２，０００円支出されております。令和２年度から新型コロナ

ウイルス感染症に感染、または発熱等により感染が疑われ勤務することができない被保険者への
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傷病手当金が支給されるようになりましたが、これ何人利用されたのか伺います。

以上です。

ｏ和田委員長 西保険年金課長。

ｏ西保険年金課長 お答えいたします。

高額な医療費がかかる疾病につきましては、血友病や慢性腎不全等の長期高額疾病が挙げられ

ます。その他、個人差はありますけれども、心臓系疾患の手術やがんの治療をした被保険者の医

療費は高い傾向があります。

次に、ジェネリック利用率につきましては、令和２年度が８０．１％、令和元年度が７７．６

％となり、２．５ポイント増加しております。今後もジェネリックの利用の啓発に努めてまいり

ます。

２点目、傷病手当金の関係ですけれども、こちらにつきましては、実績といたしましては３人

へ支給をしたところでございます。

以上です。

ｏ和田委員長 ほかに質疑はございませんか。

三木委員。

ｏ三木委員 予算執行の実績説明書、国民健康保険特別会計、１ページ、歳入歳出の合計、平成２７

年度をピークに下がっている理由を教えてください。

以上です。

ｏ和田委員長 西保険年金課長。

ｏ西保険年金課長 お答えいたします。

後期高齢者医療制度への移行に伴う被保険者数の減少や出生と死亡の増減数による被保険者数

の自然減等により被保険者の数は年々減少し続けています。そのため、歳入では国民健康保険税

や支払った医療費に対する国や県からの負担金が減少しています。また、歳出では１人当たりの

医療費は医療の高度化等により増加しているものの、医療費総額につきましては減少しているた

め、歳入歳出の額が下がり続けている状況となっております。

以上です。

ｏ和田委員長 ほかに質疑はございませんか。

（な し）

ｏ和田委員長 質疑を終わります。

次に、保険年金課関係のうち後期高齢者医療特別会計について質疑を願います。

（な し）

ｏ和田委員長 質疑を終わります。

説明員の退席を求めます。
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（説明員退席）

ｏ和田委員長 次に、福祉子ども部関係について説明員の出席を求めます。

（説明員出席）

ｏ和田委員長 暫時休憩いたします。

休 憩 午前９時５６分

再 開 午前９時５７分

ｏ和田委員長 休憩前に引き続き会議を開きます。

生活福祉課関係について質疑を願います。

三木委員。

ｏ三木委員 ４点あります。

決算特別委員会資料８８ページ、収入未済額、こちらで不正な手段とあったのですけれども、

これは具体的に何があったか何点か教えてください。

次に、同じく８８ページの収入未済額、これは回収見込みと過去の分の回収状況を教えてくだ

さい。

続きまして、歳入歳出決算書９９ページ、款３ 項３ 目１ 生活保護総務費、００００００

２一般職人件費、３の７ 時間外勤務手当が前年度比で４割減ったのですけれども、そちらの理

由を教えてください。

同じく歳入歳出決算書の４１ページ、款２１ 項５ 目４ 雑入で３８の生活保護返還金約１，

３００万円返還金とありますが、どのような事由か教えてください。

以上です。

ｏ和田委員長 堀口生活福祉課長。

ｏ堀口生活福祉課長 三木委員の御質疑にお答えいたします。

まず１点目、収入未済額の理由に当たる不正な手段とは何かについてでございますが、主に働

いて得た収入や年金収入などを得ているにもかかわらず、申告をしていない、あるいは虚偽の申

告をしているなどになります。

２点目、回収見込みはについてお答えいたします。生活保護法の改正により、強制徴収公債権

になった以降のものについては、生活保護法第７８条の２の規定による徴収、いわゆる保護費か

らの天引きが可能となったため、生活保護費の受給が続いている限りは全額回収が可能と見込ん

でおります。過去の回収状況についてお答えいたします。法改正以前のものにつきましては、私

債権のため調査にも制限があり、また債権を保全するには諸条件等があり回収が厳しく、時効に

よる不納欠損処理を行っております。

３点目、昨年度比で人件費が４割減の理由についてお答えいたします。令和元年度は生活保護

世帯数約４２０世帯を５人のケースワーカーで、１人約８４世帯を担当していましたが、令和２
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年度は６人のケースワーカーで約７０世帯の担当となり、１人当たりのケース数が減ったことか

ら事務量の削減につながり、時間外勤務手当が減少いたしました。

最後に、歳入歳出決算書４１ページ、約１，３００万円もあるが、これはどのような理由かと

いうことについてお答えいたします。主な理由は、年金の遡及支給や相続による高額の所得があ

ったためで、年金の遡及支給によるものが５件、約５２３万円、相続によるものが３件、約３６

７万円、合計で８件、約８９０万円となっております。

私からは以上です。

ｏ和田委員長 ほかに質疑はございませんか。

佐藤委員。

ｏ佐藤委員 お願いいたします。

成果説明書１１８ページになります。決算書７９ページに生活困窮者自立支援事業であります。

住居確保給付金が３８８万３００円となっているのですけれども、対象世帯の数を教えていただ

きたいと思います。

ｏ和田委員長 堀口生活福祉課長。

ｏ堀口生活福祉課長 佐藤委員の質疑にお答えいたします。

こちらの世帯は２６世帯となっております。

ｏ和田委員長 ほかに質疑はございませんか。

田中委員。

ｏ田中委員 ２点伺います。

佐藤委員と同じく成果説明書の１１８ページ、生活困窮者自立支援事業ですけれども、自立相

談支援事業、相談が１，０３３件ありましたが、どのような相談があったのかお聞きいたします。

それから、令和２年度から開始した２つの任意事業、１つは就労準備支援事業、もう一つは家

計改善支援事業ですけれども、初年度の実績を伺います。

それから、今言った両事業は委託費等の予算が計上されておりませんけれども、支援は社協の

職員がされているのかどうか伺います。

それから、学習支援事業について、中学生の進学、それから高校生の中退防止への効果をお伺

いいたします。

それから、成果説明書の１２３ページ、低所得者自立支援事業です。これについては、受給者

の世帯構成、それから年齢、性別など受給世帯の傾向について伺います。

以上です。

ｏ和田委員長 堀口生活福祉課長。

ｏ堀口生活福祉課長 田中委員の御質疑にお答えいたします。

１点目、相談１，０３３件の内訳についてでございますが、相談の内容は様々な理由で、離職
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により生活が困窮したことによる就労に関する相談、生活が厳しく食料支援などの生活相談に至

る相談など、多岐にわたっております。

２点目、令和２年度から開始した任意事業、就労準備支援事業、家計改善支援事業の実績につ

いてお答えいたします。就労準備支援事業は、就労に関する助言や個別の求人開拓等の支援を行

い、就労に対する不安を抱えたりコミュニケーションは苦手といった場合に、ワークショップや

就労体験といった支援を行っております。事業実績といたしましては７件でございます。

続きまして、家計改善支援事業についてでございます。家計の状況を見える化することで家計

の状況を把握したり、貸付けのあっせん等を行ったりしております。家賃、税金、公共料金等の

滞納や各種給付制度等の利用に向けた支援も行っており、実績数は２７件でございます。

続きまして、両事業は予算がないが、支援員はどこの職員が行っているかについてお答えいた

します。就労準備支援事業と家計改善支援事業は、自立相談支援事業の予算の中に含まれており、

社会福祉協議会で実施しております。

続きまして、学習支援事業について、中学生の進学、高校生の中退防止の実績についてでござ

いますが、中学生は１００％進学しており、高校生の中退は一人もございません。

最後に、低所得者自立支援事業について、世帯構成、年齢、性別、受給者世帯の傾向について

でございますが、単身世帯が８割、高齢者世帯が半数以上を占め、男女別はほぼ同数といった状

況ですが、高齢者世帯は増加傾向にあります。

以上です。

ｏ和田委員長 ほかに質疑はございませんか。

加藤委員。

ｏ加藤委員 成果説明書１２２ページ、決算書でいうと９９ページ、低所得者福祉援護事業なのです

けれども、令和元年度まではなかった医療適正化支援サービス委託料というのがありますけれど

も、こちらはどんなものなのか説明をお願いいたします。

ｏ和田委員長 堀口生活福祉課長。

ｏ堀口生活福祉課長 加藤委員の質疑にお答えいたします。

令和３年１月からデータに基づき、生活保護受給世帯の健康管理支援、頻回受診や重複受診へ

の指導のほか、早期受診の勧奨や治療中断の解消等を推進し、健康や生活の質の向上、医療扶助

の適正化にもつながる被保護者健康管理支援事業が創設され、実施することとなりました。医療

適正化支援サービス委託料は、それらの支援を行うため、生活保護受給者の医療機関への受診状

況など適切に分析する必要があり、データを専門的に分析するための費用となっております。

なお、この委託料は、１２月までに早期実施したことにより全額国庫補助を受けております。

以上です。

ｏ和田委員長 ほかに質疑はございませんか。
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（な し）

ｏ和田委員長 質疑を終わります。

暫時休憩いたします。

休 憩 午前１０時０７分

再 開 午前１０時０９分

ｏ和田委員長 休憩前に引き続き会議を開きます。

障がい福祉課関係について質疑を願います。

佐藤委員。

ｏ佐藤委員 １点お願いいたします。

成果説明書１３１ページ、障がい者（児）在宅生活支援事業でありますけれども、生活サポー

ト利用時間数が減少しています。利用人数の減少もありますけれども、それ以外にどういうこと

があるのかお尋ねいたします。

ｏ和田委員長 森田障がい福祉課長。

ｏ森田障がい福祉課長 お答えいたします。

障がい者（児）在宅生活支援事業の生活サポートの利用時間数が減少した理由でございますが、

利用人数が令和元年度より１２名ほど減少したことが原因でございます。

なお、生活サポート事業につきましては、送迎や外出援助、一時預かりなどのサポートサービ

スとなりますが、コロナ禍により外出等が控えられたこと、家族等の在宅時間が増えたことなど

も減少の背景にあるものと推測しております。

以上です。

ｏ和田委員長 ほかに質疑はございませんか。

田中委員。

ｏ田中委員 事業で２点、全部で３点伺います。

成果説明書の１２９ページ、障がい福祉サービス等給付事業について、１点目、共同生活援助、

いわゆるグループホームですけれども、利用する方が増えている要因を伺います。

２点目、年々利用者が増えておりますけれども、グループホームの数、質の確保はできている

のかどうか伺います。

最後に、成果説明書の１３２ページ、社会参加促進支援事業です。成果数値を見ますと、手話

通訳者等派遣回数が増加しておりますが、この要因について伺います。

以上です。

ｏ和田委員長 森田障がい福祉課長。

ｏ森田障がい福祉課長 まず、障がい福祉サービス等給付事業のうち、共同生活援助件数の増加要因

でございますが、実人数ベースに換算いたしますと、令和元年度と比較し約３．３人増加してお
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ります。年々共同生活援助件数が増加していることを踏まえますと、地域における社会支援が充

実されてきたこと、また利用者や御家族の意向に合った施設が増えきていることなどが背景にあ

るものと推測しております。

また、共同生活援助を提供する施設の設置や運営に関する事務につきましては、県が主体的に

行っております。

なお、現在、市に対しまして共同生活援助を希望しているが利用できないといったお話、ある

いは質の確保などを求める要望等は伺っておりません。

続きまして、社会参加促進支援事業についてお答えいたします。社会参加促進支援事業の手話

通訳者等派遣回数が増加しました要因でございますが、令和元年度と比較し登録者が２名増加し、

２７名となっていること、また１人当たりの利用回数も１．９回ほど増加したことによるもので

す。主に医療機関への受診に伴う利用が多く見受けられます。

以上です。

ｏ和田委員長 ほかに質疑はございませんか。

加藤委員。

ｏ加藤委員 １点お伺いします。

成果説明書１２９ページ、障がい者日中一時支援事業についてお伺いいたします。令和元年度

の執行率が９２．８％で、令和２年度については６４．８％となっています。通常であれば、執

行率が極端に変化するとは考えにくい事業なのかなという認識を持っているのですが、これはコ

ロナ禍の影響ということで考えてよろしいでしょうか。

ｏ和田委員長 森田障がい福祉課長。

ｏ森田障がい福祉課長 お答えいたします。

障がい者日中一時支援事業の執行率が低かった要因でございますが、日中一時支援事業のサー

ビスを提供している事業者等のうち、療養介護に係る施設である光の家療育センター、毛呂山町

にございますが、こちらへの支出が令和元年度と比較し約３５０万円の減と大きく減少したこと

が要因です。新型コロナ感染症の影響から光の家療育センターが利用に対する制限等を設けたこ

と、並びに利用者が利用を控えたことによるものと推測しております。

以上です。

ｏ和田委員長 ほかに質疑はございませんか。

（な し）

ｏ和田委員長 質疑を終わります。

暫時休憩いたします。

休 憩 午前１０時１４分

再 開 午前１０時１５分
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ｏ和田委員長 休憩前に引き続き会議を開きます。

子育て応援課関係について質疑を願います。

佐藤委員。

ｏ佐藤委員 成果説明書の１４２ページ、家庭児童相談室運営事業でありますけれども、相談件数は

増加しております。中でも養護相談が昨年度３３７件から７３３件と倍増しているのが非常に気

になります。対応する職員が足りているのか、また児童相談所などの関係機関との連携はどうな

っているのかお尋ねをいたします。

ｏ和田委員長 髙山子育て応援課長。

ｏ髙山子育て応援課長 児童虐待などの社会的な認知が広まったことや、川越児童相談所との連携が

強化され、軽微なケースが市に移管されていることなどにより相談件数は増加傾向にございます。

また、相談内容は様々でございまして、相談が複数回、かつ長期間に及ぶことも相談件数が増加

している要因となっております。

職員体制につきましては、昨年１１月の子ども家庭総合支援拠点の開設に合わせて担当する職

員の業務を見直し、職員の専属化を図るとともに、家庭児童相談員の勤務日数を増やすなど体制

強化に取り組んでおります。また、児童相談所をはじめ幼稚園や保育所、小・中学校、保健相談

センター、警察など関係機関との情報共有及び連携強化に努めております。

以上でございます。

ｏ和田委員長 ほかに質疑はございませんか。

三木委員。

ｏ三木委員 １点お聞きします。

成果説明書１５４ページ、子育てのための施設等利用給付事業、執行率５７．５％の理由を教

えてください。

以上です。

ｏ和田委員長 髙山子育て応援課長。

ｏ髙山子育て応援課長 この事業は、主に幼稚園や認可外保育施設へ通う児童に対する保育料が無償

化の対象となったことに伴いまして、保護者からの保育料を徴収せずに、その分、施設に対し給

付を行うものでございます。令和元年度は、市内にある幼稚園３園及び市外の幼稚園に対し給付

いたしましたが、令和２年度から市内３園のうち１園が認定こども園へ移行し、別事業の子ども

のための教育・保育給付事業から給付されることとなり、当事業の給付の対象から外れたことが

執行率減少の要因となっております。

以上でございます。

ｏ和田委員長 ほかに質疑はございませんか。

田中委員。



- 18 -

ｏ田中委員 ２点伺います。

決算書の９７ページ、学童保育室維持管理事業です。学童保育室委託料なのですけれども、予

算が３億３，２２３万３，０００円、決算が３億１８１万６，８４３円で約３，０００万円の差

があります。この理由をお聞きします。

それから、これ全体的な質疑になるのですけれども、幼児教育無償化による児童福祉費全体へ

の影響についてお伺いしたいと思います。令和２年度からは１年間を通して無償化がされたわけ

ですけれども、制度の複雑さや無償化前の子どもの数が今と違うなど、容易に比較できないとは

思うのですけれども、無償化前と後、市の負担がどう変化しているのか伺いたいと思います。

以上です。

ｏ和田委員長 髙山子育て応援課長。

ｏ髙山子育て応援課長 初めに、１点目の学童保育室維持管理事業の予算と決算の差額の理由でござ

いますが、学童保育室委託料については、実績に合わせて支出をしております。令和２年度は予

算作成時の委託料の見込みと比べて長時間加算分や障がい児受入れ加算分、支援員の処遇改善分

など実績が少なくなっております。特に新型コロナウイルス関連による退室者の影響もあり、予

算の算定に利用した児童数と実際の児童数に延べ人数で１，０００人以上の差があったことも差

額の大きな原因となっております。

２点目の幼児教育無償化による児童福祉費全体への影響でございますが、令和元年１０月から

無償化が始まっております。歳入につきましては、保育所入所児童保護者負担金は減額となりま

す。歳出につきましては、子どものための教育・保育給付事業の施設型給付費等給付金、子育て

のための施設等利用給付事業の施設等利用給付金及び給食費補足給付費が増額となります。この

ため、児童福祉費全体の予算規模といたしましては増加をいたします。ただし、各事業費の給付

費の支給分につきましては、国及び県から事業に応じて４分の３から３分の２の負担金があるた

め、増額分全てを市の一般財源で負担するものではございません。

以上でございます。

ｏ和田委員長 ほかに質疑はございませんか。

（な し）

ｏ和田委員長 質疑を終わります。

説明員の退席を求めます。

（説明員退席）

ｏ和田委員長 次に、会計課関係について説明員の出席を求めます。

（説明員出席）

ｏ和田委員長 暫時休憩いたします。

休 憩 午前１０時２１分
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再 開 午前１０時２２分

ｏ和田委員長 休憩前に引き続き会議を開きます。

会計課関係について質疑を願います。

（な し）

ｏ和田委員長 質疑なしと認めます。

説明員の退席を求めます。

（説明員退席）

ｏ和田委員長 次に、選挙管理委員会関係について説明員の出席を求めます。

（説明員出席）

ｏ和田委員長 暫時休憩いたします。

休 憩 午前１０時２２分

再 開 午前１０時２２分

ｏ和田委員長 休憩前に引き続き会議を開きます。

選挙管理委員会関係について質疑を願います。

（な し）

ｏ和田委員長 質疑なしと認めます。

説明員の退席を求めます。

（説明員退席）

ｏ和田委員長 次に、監査委員関係について説明員の出席を求めます。

（説明員出席）

ｏ和田委員長 暫時休憩いたします。

休 憩 午前１０時２３分

再 開 午前１０時２３分

ｏ和田委員長 休憩前に引き続き会議を開きます。

監査委員関係について質疑を願います。

（な し）

ｏ和田委員長 質疑なしと認めます。

説明員の退席を求めます。

（説明員退席）

ｏ和田委員長 暫時休憩いたします。

休 憩 午前１０時２３分

再 開 午前１０時３４分

ｏ和田委員長 休憩前に引き続き会議を開きます。
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次に、総務部関係について説明員の出席を求めます。

（説明員出席）

ｏ和田委員長 暫時休憩いたします。

休 憩 午前１０時３４分

再 開 午前１０時３４分

ｏ和田委員長 休憩前に引き続き会議を開きます。

総務課関係について質疑を願います。

佐藤委員。

ｏ佐藤委員 お願いいたします。

成果説明書３８ページになります。配偶者等からの暴力の防止事業です。相談件数が増加して

おります。大きい問題かなと思うのですけれども、考えられる理由と対策についてお尋ねをいた

します。

ｏ和田委員長 荻野総務課長。

ｏ荻野総務課長 お答えいたします。

まずは理由でございますが、コロナウイルス感染症の蔓延をはじめとした社会不安の中、大き

なストレスを感じている方々が増えていると思われます。このような状況の中で、家庭内でのＤ

Ｖや児童虐待など女性や子どものような弱者への暴言、暴力の被害が増え、相談件数が増加して

いるものと考えております。

次に、市の対策でございますが、女性相談や家庭児童相談などの各種相談窓口でＤＶや児童虐

待案件であることが発覚することが多く、相談の中で得た情報を相談者の了承を得た上で関係す

る部署で情報共有を行い、状況を整理し、相談者に必要な支援について検討を行います。その後、

相談者との十分な話合いの上、関係機関との連携の下、避難や支援につなげております。

以上でございます。

ｏ和田委員長 ほかに質疑はございませんか。

三木委員。

ｏ三木委員 ５点お願いします。

決算特別委員会資料４２ページ、職員健康診断等業務委託、随契２とありますが、入札参加業

者数が市内２となっているのはなぜか。また、ほかの病院が適さない理由を教えてください。

２点目として、歳入歳出決算書４９ページ、こちらの００００００２の一般職人件費、これ７

５人で前年度から４人増加しましたけれども、一般職の給料が１６５万円しか増えていない理由

を教えてください。

同じく３の７の時間外勤務手当、こちらが前年度からマイナス３１６万円となったのは、ワー

クライフバランスの観点から好ましいですけれども、原因を教えてください。
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次に、４点目としまして、主要な施策の成果説明書の３８ページ、配偶者等からの暴力の防止

事業、執行率が１０．７％になっている理由も教えてください。

成果説明書の４７ページ、自衛官募集事務、こちらの執行率ゼロ％の理由を教えてください。

以上です。

ｏ和田委員長 荻野総務課長。

ｏ荻野総務課長 御質疑に順次お答えいたします。

まず１点目、職員健康診断等業務委託で、入札参加業者数が市内２となっている理由等でござ

いますが、職員の定期健康診断は、でき得る限り受診しやすい環境を整えるため、会場を職場で

ある日高市役所として実施してございます。当日、やむを得ず受診できない職員は、調整の上、

個別に病院で受診も可としております。また、雇い入れ時にも健康診断を病院に赴き行う必要が

ございますので、これらを踏まえ、受診人数等の対応ができ、かつ利便性を図る観点から、市内

の２か所とさせていただいているところでございます。

次に、２点目、一般職人件費が前年度から４人増加したが、一般職給が１６５万円しか増えて

いない理由でございますが、前年度からの４人増は、再任用職員が１名、任期付職員が３名で皆

増となっております。一般職給が少額の増となった原因は、人事異動に伴う配置職員の給料月額

が低くなったことや、休職者、部分休業取得者がいたためでございます。

次に、３点目、時間外勤務手当が前年度比３１６万円減額した原因でございますが、総合計画

ワークショップに係る時間外勤務の皆減や事務効率の向上に加え、新型コロナウイルス感染症の

拡大に伴う事務量の減少なども時間外勤務の減少原因の一つであったと考えております。

続いて、４点目、配偶者等からの暴力の防止事業で、執行率が１０．７％と低い理由でござい

ますが、こちらはＤＶの被害者緊急一時避難者宿泊施設料といたしまして、６，０００円掛ける

３人掛ける３日といたしまして５万４，０００円を計上していたところでございますが、この利

用がなかったことが大きな原因となっております。本予算は、要綱に基づいて緊急時に予備費な

どの手続を経ずに支出できるように予算計上しているものでございます。

最後に５点目、自衛官募集事務、執行率がゼロの理由でございますが、新型コロナウイルス感

染症の影響で自衛官募集協力事務研究会の視察研修が中止となり旅費の支出がなかったこと、及

びそれに伴う資料作成等に係る需用費の支出がなかったことが主な理由となっております。

以上です。

ｏ和田委員長 ほかに質疑はございませんか。

田中委員。

ｏ田中委員 ３事業についてお伺いいたします。

まず、成果説明書の３９ページ、男女共同参画推進事業について伺います。女性のための法律

相談が終了した理由は何でしょうか。また、相談者への影響と女性相談への移行などがスムーズ
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にできているのか伺います。

それから、決算書５０ページ、成果説明書の４０ページですけれども、人事給与関係事務につ

いて伺います。会計年度任用職員制度導入による影響についてお聞きします。予算への質疑では、

臨時職員と比べ人数は８４人減り、経費は１億円増えるという御答弁でしたが、実際、臨時職員

のときと、人数、配置、人件費がどう変わったのか伺います。また、制度導入による正規職員へ

のしわ寄せがなかったのかどうかについても伺います。

決算書の５２ページ、まちづくり寄附金事務です。こちらについて４点伺います。成果説明書

４５ページでは、寄附件数が６，０７７件増え、寄附金額は約１億２，０００万円増えておりま

すが、この要因と傾向を伺います。

２点目、寄附金額と寄附受入れに伴う住民税控除額との差額を伺います。

３点目、そこから返礼品代や手数料等経費を引いた最終的な収支、その額を伺います。

４点目、返礼品による市と市内業者への効果についてどのように評価されているか伺います。

以上です。

ｏ和田委員長 荻野総務課長。

ｏ荻野総務課長 御質疑に順次お答えいたします。

まず１点目、男女共同参画推進事業で女性のための法律相談が終了した理由等の御質疑でござ

いますが、平成２９年度より埼玉弁護士会川越支部の協力の下、女性のための無料法律相談を市

の費用負担により実施してまいりました。従前に実施しておりました法律相談と女性のための法

律相談を並行して実施しておりましたが、相談の状況及び利用件数等を考慮し、女性のための法

律相談を令和元年度にて終了することといたしました。令和２年度の状況でございますが、法律

相談は年度内の相談件数１７７件のうち２２件が女性による離婚等の相談となっており、令和元

年度の女性のための法律相談の年間件数２８件と比較しても、終了となった影響は少ないものと

考えてございます。

一方、女性相談については、コロナウイルス感染症蔓延が進んでいる状況の中でも、相談者か

らの要請もあり対面での相談を重視し、感染対策を十分に行った上で実施しております。また、

相談内容等によっては、社会福祉協議会が行っている法律相談やＷｉｔｈ Ｙｏｕ さいたまが

行っている女性弁護士による女性相談、県民相談、法テラスなどを御紹介しております。今後と

も女性相談や法律相談等を有効に御活用いただき、女性を取り巻く様々な問題解決に向けて体制

の充実を図ってまいります。

次に、２点目、人事給与関係事務についてでございます。まず、１点目の会計年度任用職員制

度の導入によって、臨時職員のときと、人数、配置、人件費がどう変わったのかという御質疑で

ございますが、まず回答につきましては、一般会計の決算ベースでの比較で申し上げます。人数

につきましては、任用形態や時期等が異なるため、比較データは１２月支払い時点での比較とさ
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せていただきますが、令和元年度が２６９人、２年度が２５４人で１５人の減となっております。

配置につきましては主には事務補助員、現在では一般行政事務員の減ですが、それ以外は臨時職

員のときとほぼ同様となっております。人件費につきましては、令和元年度が３億１，５１０万

円、２年度が３億３，３１０万円で、約１，８００万円の増となっております。

次に、２点目、正規職員へのしわ寄せがないかとの質疑でございます。会計年度任用職員への

移行に合わせ、正規職員も含む職員体制全体の中で配置等の見直しを行いました。一般会計の決

算ベースでの正規職員の時間外勤務の比較におきましても、前年度より６，３５３時間減少して

おります。主な原因は、選挙事務の減少、事務効率の向上、新型コロナウイルス感染症の拡大に

伴う事務量の減少が考えられます。これらを考慮いたしますと、正規職員へのしわ寄せはなかっ

たものと考えております。

最後に３点目、まちづくり寄附金事務の質疑にお答えいたします。１点目、寄附件数、寄附金

額ともに激増となりましたが、その原因と傾向でございます。まちづくり寄附金につきましては

１万３，１５７件、３億５５５万５，６２４円で、前年度と比較しても６，０７７件、１億１，

９１３万２，１４２円の増加となりました。これは、全国的にふるさと納税の機運が高まってい

ることや、令和２年９月から寄附申込みサイトを、これまでのふるさとチョイスに加えて楽天ふ

るさと納税を追加したことが主な原因と考えております。１件１万円前後の寄附のほか、５万円

を超える寄附についても毎年度一定の申込みがある状況でございます。

次２点目、寄附受入れに伴う住民税控除額との差額についてでございますが、寄附金額３億５

５５万５，６２４円に対しまして、日高市民がふるさと納税をして控除された市民税額が６，３

２０万２，９０４円ですので、差額が２億４，２３５万２，７２０円となっております。

３点目、そこから返礼品や手数料等と経費を引いた収支でございますが、事業経費１億３，９

３１万７，４３９円を引いた実収支は１億３０３万５，２８１円でございます。

４点目、返礼品による市と市内業者への効果についての評価でございます。返礼品については、

指定制度の運用上、地場産品の基準が設けられており、市内で生産された物品、または提供され

る役務等が対象となるため、市の魅力を効率的に伝えることができるとともに、調達を通じた地

域経済の振興につながっていると考えております。また、寄附額が増えることにより、事業者の

顧客拡大や雇用の創出等に寄与できているものと考えております。

以上です。

ｏ和田委員長 ほかに質疑はございませんか。

金子委員。

ｏ金子委員 成果説明書の４７ページ、１点お伺いします。

コミュニティ組織育成事業ですけれども、執行率が５１．２％で、コミュニティ助成金の横手

区の夏祭りに使用する獅子舞の備品の整備費を交付したとありますが、他の団体からは希望する
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ところがなかったのかお伺いします。

ｏ和田委員長 荻野総務課長。

ｏ荻野総務課長 お答えいたします。

コミュニティ助成金は、宝くじを原資として一般財団法人自治総合センターから交付されます

が、令和２年度で採択されたのは横手区のみでございました。ほかに２件の自治会からも追加申

請がございましたが、該当にならなかったため執行率が５１．２％となっております。

なお、この２件の自治会からの要望は令和３年度に採択され、交付されることとなっておりま

す。

以上でございます。

ｏ和田委員長 ほかに質疑はございませんか。

（な し）

ｏ和田委員長 質疑を終わります。

暫時休憩いたします。

休 憩 午前１０時５１分

再 開 午前１０時５１分

ｏ和田委員長 休憩前に引き続き会議を開きます。

危機管理課関係について質疑を願います。

佐藤委員。

ｏ佐藤委員 １点お願いいたします。

成果説明書５８ページになります。災害対応事業でありますけれども、感染症拡大を防ぐため

の必要な資機材の配置場所は、各避難所になるのでしょうか。また、温度計やマスクが自主防災

組織で運営する避難所に配布した量よりも少ないのは、まず自主防災組織で配布することを想定

しているためかお尋ねをいたします。

ｏ和田委員長 渋谷危機管理課長。

ｏ渋谷危機管理課長 それでは、お答えします。

本事業で購入いたしました除菌電解水給水器は市役所に設置いたしました。そして、消毒液、

フェースシールド、感染予防衣、非接触型赤外線温度計、災害用パーティション、マスクにつき

ましては、風水害等の災害時に市が開設いたします避難所となります各公民館、総合福祉センタ

ー高麗の郷、ひだかアリーナに配備したものでございます。災害時には、まずは自ら命を守る自

助、続いて御近所の方々と御協力をいただき助け合う共助を進めていただきたいと考えておりま

す。そのため、自主防災組織で運営する避難所で活用していただけるよう必要な数量を自主防災

組織に配布実施をしたものでございます。

以上です。
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ｏ和田委員長 ほかに質疑はございませんか。

三木委員。

ｏ三木委員 ５点お願いします。

決算特別委員会資料の４７ページ、防災行政無線デジタル化工事設計監理業務、随契７という

ことですが、当該会社の著しいメリットを教えてください。

続きまして、成果説明書５３ページ、高齢者等おでかけ支援事業、こちら運転免許自主返納者

の確認、また自力での移動が困難な７５歳以上の高齢者の確認方法というのを教えてください。

成果説明書の５９ページ、防災啓発事業、こちら訓練中止で支出済額約１５万８，０００円、

５７．６％の執行率の理由を教えてください。

成果説明書の６０ページ、ＡＥＤ整備・維持管理事業、設置箇所が３か所減っていますが、そ

の場所とその代替場所というのは考えられているか確認いたします。

成果説明書の６１ページ、避難行動要支援者支援事業、こちら支援者名簿同意者数が１００人

ほど減っている理由を教えてください。

以上になります。

ｏ和田委員長 渋谷危機管理課長。

ｏ渋谷危機管理課長 それでは、順次お答えいたします。

まず初めに、防災行政無線デジタル化工事設計監理業務につきまして御説明いたします。防災

行政無線デジタル化工事は、無線機器の設置や防災システムの構築等、専門性の高い内容である

工事であるため、専門的知見を持つ者が工事の管理監督を行う必要があります。本監理業務を受

注した業者は、平成３０年度に実施計画を行った業者であり、工事内容に精通していることから、

工事が円滑かつ的確に行えるというメリットがあります。

続きまして、高齢者等おでかけ支援事業につきましてお答えいたします。運転免許自主返納者

の確認の件でございますが、日高市に在住する７５歳未満の方が申請書を提出するときの添付書

類といたしまして、公安委員会が発行する申請書による運転免許の取消し通知書の写しを提出い

ただき、７５歳未満の運転免許証自主返納者の確認をさせていただいております。自力で移動が

困難な７５歳以上の高齢者の確認については、申請者御本人様が自力での移動が困難であると判

断して申請したものとして処理させていただいております。

続きまして、防災啓発事業につきましてお答えします。新型コロナウイルス感染症感染拡大防

止のため市の防災訓練は中止としましたが、災害時に実践できるようロープの様々な結び方の展

示パネルの作成や、各種訓練時に着用する作業用ジャンパーを購入いたしました。

なお、市の防災訓練で予定していました防災講演会に関する費用の支出はございませんでした。

続きまして、ＡＥＤ整備維持・管理事業につきましてお答えいたします。３か所減りました場

所につきましては、高麗小学校、高麗川中学校、高萩北小学校の３か所のグラウンドの夜間利用
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の際のＡＥＤ貸出しを廃止したものでございます。緊急時の場合は、近くの公民館のＡＥＤを使

用していただくこととしております。

続きまして、避難行動要支援者支援事業につきましてお答えします。理由といたしましては、

新たに同意された方が少なかったこと、また同意された方がお亡くなりになられたり市外へ転出

したためと思われます。

以上でございます。

ｏ和田委員長 ほかに質疑はございませんか。

加藤委員。

ｏ加藤委員 成果説明書５４ページ、交通安全啓発事業についてお伺いいたします。

自転車用ヘルメット購入費補助金の交付なのですけれども、これは恐らく始まって昨年は５年

目だったかと思いますけれども、交付件数がどの世代でも、かなり増加しているように見受けら

れます。何か具体的な取組があったのか、説明をお願いいたします。

ｏ和田委員長 渋谷危機管理課長。

ｏ渋谷危機管理課長 お答えいたします。

自転車用ヘルメットの購入費補助金につきましては、市ホームページや広報においてＰＲを行

っておりました。しかしながら、昨年６月末時点の小学生以下の申請件数が、前年度３３件に対

しまして１９件と大幅に少なかったことから、市内の小学校、保育所、保育園及び幼稚園で夏休

み前にチラシを配布し、制度を周知いたしました。また、１月及び２月には各小学校の入学説明

会において職員がＰＲを行い、周知をいたしました。こちらの成果と考えております。

以上でございます。

ｏ和田委員長 ほかに質疑はございませんか。

田中委員。

ｏ田中委員 ４点伺います。

成果説明書の５２ページ、バス交通利用促進事業です。市内のバスが減便されております。市

民が不便を感じておりますけれども、この事業がどういうことをされているのか、バス減便につ

いて事業者とはどのような情報交換や調整を行ったのか伺います。

それから、成果説明書の５３ページ、高齢者等おでかけ支援事業についてです。こちら執行率

が５１．３％、成果の数字を見ますと、タクシーのところが予算約７６４万円に対し決算が約２

９７万円で４割です。バスは予算約３３２万円に対して決算が約２３６万円と。こちら７割。こ

の利用率の低さについて御説明をお願いしたいと思います。

それから、成果説明書の５４ページ、交通安全施設整備・維持管理事業について、執行率７３．

３％ですけれども、決算書のほう６２ページを見ますと、施設整備工事だけについて見ますと、

予算の執行率４７％です。これ予定どおりに整備ができなかったのか伺います。
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それから、成果説明書の５６ページ、放置自転車対策事業について伺います。こちら１２月の

補正予算で３１６万５，８００円、こちらが計上されてこの駐輪場が整備されたわけですけれど

も、この整備の緊急性について御説明をお願いしたいと思います。

以上です。

ｏ和田委員長 渋谷危機管理課長。

ｏ渋谷危機管理課長 それでは、御質疑に順次お答えいたします。

まず１点目、バス交通利用促進事業についてお答えします。こちらにつきましては、バス事業

者から新型コロナウイルス感染症の影響による利用者の減少に伴う事業の見直し、そしてＪＲの

終電繰上げに伴う減便等の説明を受けました。本市といたしましては、利用者への影響が最小限

になるよう要望いたしました。

続きまして、高齢者等おでかけ支援事業につきましてお答えします。コロナ禍において外出を

控える人が増えたこと、そして緊急事態宣言に伴う外出自粛等の影響など、減少したことの理由

が考えられます。そして、申請のみで、実際に利用者が少なかったことにより執行率が下がった

ものであると考えております。

続きまして、交通安全施設整備・維持管理事業につきましてお答えいたします。本事業は、前

年度の区長要望に対応するための工事、並びに当該年度に各区からの要望のありました交通安全

対策に伴う整備や工事を行っております。区長要望については、当初の見込みより低廉な価格で

各工事が実施できたことに加えまして、当該年度の各区からの要望が多くの費用を要しないもの

であったことによるものでございます。

続きまして、放置自転車対策事業につきましてお答えします。こちらも緊急性につきましては、

高麗川駅西口の駐輪場は民有地を借用しておりましたが、土地所有者と借用地の返還について合

意ができたことに加えまして、高麗川区公会堂の完成により市有地が活用できることになったこ

とから、急遽、移転工事を行ったものでございます。

以上でございます。

ｏ和田委員長 ほかに質疑はございませんか。

（な し）

ｏ和田委員長 質疑を終わります。

暫時休憩いたします。

休 憩 午前１１時０３分

再 開 午前１１時０４分

ｏ和田委員長 休憩前に引き続き会議を開きます。

税務課関係について質疑を願います。

三木委員。
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ｏ三木委員 ２点お願いします。

決算特別委員会資料の５３ページ、固定資産税、全体的に随意契約２となっておりますが、ど

のような基準で契約相手を決めているか教えてください。

また、２点目の成果説明書６８ページ、法人市民税賦課事務で、法人市民税課税額の減額理由

を教えてください。

以上になります。

ｏ和田委員長 武藤税務課長。

ｏ武藤税務課長 １点目の決算特別委員会資料５３ページの固定資産税関連の契約についての御質疑

にお答えいたします。

土地の評価に係る業務委託につきましては、３年に１度の評価替えごとに指名競争入札にて契

約しておりますが、次の評価替えまでの２年間は、土地の異動等や地価の移動について継続性及

び整合性を図る必要がありますので、随意契約にて契約をしております。

また、電算処理業務につきましては、基幹システムに連動しており、入札には適さないため、

随意契約にて契約をしております。

総合的支援業務につきましては、課税についての訴訟等に対応する業務で、長年、本市の固定

資産に係る個別事案に精通しているため、随意契約にて契約をしております。

続きまして、２点目の主要な施策の説明書の６８ページ、法人市民税についての御質疑にお答

えいたします。平成２８年度の税制改正に伴い、令和元年１０月以降に開始する事業年度分から

法人市民税の法人税割の税率を９．７％から６．０％に引き下げ、法人税割の納税義務者数の１

１者減少と、法人市民税と課税が連動している法人税が新型コロナウイルス感染症の影響を受け

たことにより、令和２年度における法人市民税の現年分の課税調定額は減少しております。

以上でございます。

ｏ和田委員長 ほかに質疑はございませんか。

田中委員。

ｏ田中委員 決算書の６８ページ、２款総務費、２項徴税費、１目税務総務費について伺います。

これ当初予算に対して補正予算で減額して、その後、また予備費を充用して増額して不用額が

生じているという、この流れについて詳しく内容について御説明をいただきたいと思います。

以上です。

ｏ和田委員長 武藤税務課長。

ｏ武藤税務課長 決算書６８ページの税務総務費の決算状況について御説明いたします。

歳出科目の１の税務総務費の当初予算額２億３，７９４万９，０００円に対しまして、令和２

年８月に生産緑地地区の課税誤りがあり、２２節の４、市税還付金等に不足が生じたため、第４

回市議会定例会におきまして１０９万３，０００円を補正予算にて措置いたしました。その後、
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１２月に人事院勧告による給与改定等が生じ、２節の２、一般職の給与等に余剰が生じたため、

第５回市議会定例会にて１，２１４万２，０００円の予算減額を行いました。さらに、歳出科目

の１の税務総務費の２２節の４、市税還付金等におきまして、昨年１０月から今年の３月までの

間、還付金に関わる予算に不足が生じたため、月ごとにその不足分を予備費から充用し、執行い

たしました。

なお、予備費からの充用額につきましては９７７万６，０００円でございます。

以上、歳出の予算科目、１、税務総務費の決算状況については、予算現額２億３，６６７万６，

０００円に対しまして、支出済額が２億３，１７６万６，１７７円で、各事業の予算に執行残が

ございますので、不用額は４９０万９，８２３円となっております。

説明は以上でございます。

ｏ和田委員長 ほかに質疑はございませんか。

金子委員。

ｏ金子委員 成果説明書の６８ページ、先ほど三木委員のほうも質疑がありましたけれども、法人市

民税賦課事務、これについて前年に比べて課税額が減少しているわけです。支出も少なく、執行

率が１７．３％と非常に低いわけですけれども、この要因は何でしょうか。

以上です。

ｏ和田委員長 武藤税務課長。

ｏ武藤税務課長 主要な施策の成果説明書６８ページ、法人市民税賦課事務についての御質疑にお答

えいたします。

令和２年度の予算では、税制改正によるシステム改修費がかからなかったため、印刷費のみを

計上しており、その印刷費は法人市民税の確定申告書、予定申告書の作成を予定しておりました

が、申告書の様式に変更がなく、前年度に印刷したものを使用し、送付用の封筒作成費等の支出

となったため、執行率は低くなっております。

以上でございます。

ｏ和田委員長 ほかに質疑はございませんか。

（な し）

ｏ和田委員長 質疑を終わります。

暫時休憩いたします。

休 憩 午前１１時１０分

再 開 午前１１時１１分

ｏ和田委員長 休憩前に引き続き会議を開きます。

まず、収税課関係のうち一般会計について質疑を願います。

田中委員。
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ｏ田中委員 １点お伺いいたします。

成果説明書の７３ページ、市税滞納整理事務について伺います。成果数値を見ますと、督促状

発付件数が約２，０００件、差押件数も２４０件以上減っております。しかし、決算書では収納

率は上がっておりまして、延滞金も予算以上に納付されております。滞納解消に向けた取組はど

のように行っていたのか伺います。

以上です。

ｏ和田委員長 大河原収税課長。

ｏ大河原収税課長 お答えいたします。

滞納解消への取組といたしましては、納税コールセンターからの電話催告を納期到来後、速や

かに行っております。また、差押えにつきましては、毎月の預金の差押えから給与等の継続的な

債権差押えに力を入れたことにより、１回の差押えで継続的に差押えができるため、効果があっ

たと考えております。さらに、納付書入りの催告書の発送と臨宅による徴収の強化も行いました。

これらの取組により税収の確保を図っております。

以上です。

ｏ和田委員長 ほかに質疑はございませんか。

（な し）

ｏ和田委員長 質疑を終わります。

次に、収税課関係のうち国民健康保険特別会計について質疑を願います。

（な し）

ｏ和田委員長 質疑なしと認めます。

説明員の退席を求めます。

（説明員退席）

ｏ和田委員長 次に、総合政策部関係について説明員の出席を求めます。

（説明員出席）

ｏ和田委員長 暫時休憩いたします。

休 憩 午前１１時１３分

再 開 午前１１時１４分

ｏ和田委員長 休憩前に引き続き会議を開きます。

政策秘書課関係について質疑を願います。

三木委員。

ｏ三木委員 ３点お願いします。

成果説明書２ページ、職員表彰事務、こちらの執行率の低い理由を教えてください。

２点目、成果説明書の６ページ、総合戦略推進事務、こちら新婚ウェルカム住まいる事業補助
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金の交付件数が毎年あまり変わらないようですが、広報等宣伝のほうはどうなっているか教えて

ください。

３点目、同じく成果説明書の１１ページ、特別定額給付金給付事務、こちらの執行率が低い理

由を教えてください。

以上になります。

ｏ和田委員長 大野政策秘書課副参事。

ｏ大野政策秘書課副参事 御質疑にお答えいたします。

主要な施策の成果説明書、政策秘書課、２ページ、執行率が低い理由については、永年勤続表

彰者の表彰状に記載する氏名について、パソコンでは表示できない文字がある場合、毛筆により

記載を依頼する必要がありますが、令和２年度はパソコンで表示できたため、その筆耕料が未執

行となったためでございます。

以上です。

ｏ和田委員長 続きまして、国分政策秘書課長。

ｏ国分政策秘書課長 ２点目の新婚ウェルカム住まいる事業に関する御質疑にお答えいたします。

交付件数は平成２９年度が１０件、３０年度が１５件、令和元年度が１２件となり、予算額上

限を交付しております。令和２年度は、予算措置額４５万円に対しまして３０万円で、１５件の

予算に対して１０件の執行にとどまりました。この要因は、新型コロナウイルス感染症の影響に

よるものと考えております。制度の周知方法は、チラシの配架、市ホームページにおける周知、

そして市民課や出張所窓口における転入手続時の案内となっております。

次に、特別定額給付金に関する御質疑にお答えいたします。予算額は、国が示す基準額に基づ

き予算措置をしております。執行率が低い要因は、国が想定する標準的な事務にこだわらずに、

最少の経費で事務を効率的に執行したことにより歳出を抑制したものでございます。

以上でございます。

ｏ和田委員長 ほかに質疑はございませんか。

加藤委員。

ｏ加藤委員 １点お伺いいたします。

成果説明書の８ページ、広域行政推進事務についてお伺いをいたします。昨年の成果説明書に

令和２年３月３１日をもってレインボー協議会を退会とありました。令和２年度にその退会に伴

う金銭的な清算というのはあったのでしょうか、説明をお願いいたします。

ｏ和田委員長 国分政策秘書課長。

ｏ国分政策秘書課長 川越都市圏まちづくり協議会負担金は、日高市が退会することに伴いまして、

現行のレインボープランの改定が必要となるために、この改定費用を原因者である日高市が負担

することとして、１５万５，１００円を支出しております。
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なお、その一方で、次期レインボープラン策定のために協議会において積み立てた積立金のう

ち、日高市積立金相当分の９万４８０円を清算金として収入しております。

以上でございます。

ｏ和田委員長 ほかに質疑はございませんか。

田中委員。

ｏ田中委員 ３点伺います。

決算書の６０ページ、今、加藤委員がおっしゃった広域行政推進事務についてなのですけれど

も、県西部地域まちづくり協議会負担金２４万７，０００円のこの負担の基準をお伺いいたしま

す。

それから、成果説明書の１１ページ、特別定額給付金給付事業です。こちら受給しなかった世

帯が８７世帯、１１１人いらっしゃるようですけれども、この方たちが受給しなかった理由につ

いてお伺いします。

それから、オンライン申請がどのぐらいあったのか、そのオンライン申請、世間では混乱して

おりましたけれども、その処理に困難があったのか伺います。

最後に、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金について伺います。

（「何ページ」の声あり）

ｏ田中委員 これページ数が全部に、あちこちにわたっているので、全体的にすみません、交付金全

体について伺います。

令和２年度です。新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金は、全部で日高市には幾

ら入って、所管別でどこにどれぐらい配分されたのか、御説明をお願いいたします。

以上です。

ｏ和田委員長 国分政策秘書課長。

ｏ国分政策秘書課長 １点目の広域行政推進事務に関する御質疑にお答えします。

埼玉県西部地域まちづくり協議会の負担金につきましては、協議会において５市からの負担金

の総額を２００万円とし、協議会の事業運営費に充てております。この配分につきましては、こ

のうちの４割を５市の均等割、残り６割を人口割により各市の負担金額を積算しております。こ

の結果、令和２年度の日高市の負担金は、均等割額が１６万円、人口割額が８万７，０００円と

なり、合計２４万７，０００円となっております。

次に、特別定額給付金に関する御質疑にお答えいたします。８７世帯のうち、３４世帯、５６

人は給付不要の申出があり、それ以外の５３世帯、５５人の方につきましては、個別通知ですと

か個別訪問を行いましたが、お会いすることができなかったために、申請されなかった理由は把

握できておりません。

次に、オンライン申請の問題点でございますが、オンライン申請は５３０世帯、１，３１２人
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でした。当時報道等されていたように、システム上、オンライン申請の内容を改めて職員が手入

力しなければならなかった点ですとか、オンライン申請と郵送申請の二重の重複した申請が多数

ございまして、一部混乱を来しました。

３点目の新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金に関する御質疑にお答えいたしま

す。歳入合計は８億１，７３８万円です。配分につきましては、庁舎の感染防止対策などの総務

費に５，９８３万１，０００円、子育て世帯食育支援事業などの民生費に９，１２６万６，００

０円、インフルエンザの予防接種の助成など衛生費に４，３５８万８，０００円、ＩＣＴを活用

した教育環境の整備などの教育費に３億７，１５５万１，０００円、小規模事業者等支援事業な

ど商工費に２億４，８５０万４，０００円、花いっぱい事業の農業費に２６４万円となっており

ます。

なお、１億９，５９６万２，０００円を令和３年度に繰り越しております。

以上でございます。

ｏ和田委員長 ほかに質疑はございませんか。

松尾委員。

ｏ松尾委員 成果説明書の６ページ下段の総合戦略推進事務について、先ほど三木委員とちょっと重

複してしまったところがあるので、それ以外の部分をお伺いしたいのですが、執行率５３．６％

となっていますが、これは新婚ウェルカム住まいる事業補助金交付件数が少なかったことによる

ものかということと、この新婚ウェルカム事業が令和２年で廃止される理由を教えてください。

以上です。

ｏ和田委員長 国分政策秘書課長。

ｏ国分政策秘書課長 新婚ウェルカム住まいる事業につきまして、予算１５件中１０件の交付にとど

まったこと、それに加えまして、新型コロナウイルス感染症の影響により予定しておりました講

演会等が中止になったことが執行率が低下した要因でございます。

また、この事業が終了となったことでございますが、第１期のまち・ひと・しごと創生総合戦

略の計画期間に行った事業でありまして、事業を開始するに当たりまして事業期間をあらかじめ

定めておりました。当初、３年間の補助事業でございましたが、前期の総合戦略の計画期間を１

年間延長したことに伴いまして、補助事業も１年延長したものでございます。

以上でございます。

ｏ和田委員長 ほかに質疑はございませんか。

（な し）

ｏ和田委員長 質疑を終わります。

暫時休憩いたします。

休 憩 午前１１時２５分
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再 開 午前１１時２６分

ｏ和田委員長 休憩前に引き続き会議を開きます。

市政情報課関係について質疑を願います。

田中委員。

ｏ田中委員 １点お伺いいたします。

成果説明書の１４ページ、争訟事務について伺います。こちらは、高麗本郷の太陽光発電事業

に関する訴訟だと思いますけれども、弁護士費用３９２万７，０００円の根拠について伺います。

それから、令和２年度の裁判の進捗状況、こちらについても御説明をお願いいたします。

ｏ和田委員長 関口市政情報課長。

ｏ関口市政情報課長 まず、１点目の弁護士費用３９２万７，０００円の根拠についてお答えいたし

ます。

こちらは着手金となっておりまして、この着手金の算定方法でございますが、各弁護士事務所

で報酬基準を定めており、多くの弁護士事務所は、弁護士法改正前の共通の報酬基準を使用して

おります。今回、原告は権利の主張ということで、賠償金額を基準とする算定ではなく、算定不

能であることから、算定不能基準額８００万円に原告人数を乗じた額が基準額となり、その基準

額に３％を乗じ、６９万円を加え、消費税を乗じた額が着手金となります。

次に、２点目の令和２年度の進捗状況でございますが、太陽光発電設備設置事業の権利確認等

請求事件の経過でございますが、令和２年９月２４日付でさいたま地方裁判所に原告から提訴さ

れ、同年１１月１０日に訴状が本市に送達されました。その後、令和３年１月２０日に第１回口

頭弁論が行われ、争点整理のため裁判長、原告及び被告の代理人によるウェブ会議での弁論準備

手続が令和３年３月１６日に行われました。現在も争点整理が続いている状況でございます。

以上でございます。

ｏ和田委員長 ほかに質疑はございませんか。

三木委員。

ｏ三木委員 ３点お願いします。

成果説明書１５ページ、法規審査事務、こちら法規審査件数が前年度と比べてかなり増えてい

るのですが、予算的に影響がない理由を教えてください。

次に、１７ページの広報事務、こちら前回執行率８８．３％で予算が２割増えました。結果６

２．６％の執行率になりましたが、これの理由を教えてください。また、同じところで、情報提

供件数、こちらが年々減っている理由も教えてください。

以上です。

ｏ和田委員長 関口市政情報課長。

ｏ関口市政情報課長 まず、１点目の法規審査事務の関係で、法規審査件数が約２倍になったことに
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ついてお答えいたします。

前年度と比較し、法規審査件数が約２倍になったことは、主に行政手続における押印廃止によ

るものでございます。内容といたしましては、各例規の様式にある「印」という文字を削る等を

行ったもので、審査例規件数は１６３件でございます。法規審査については、職員で改正の手続

を行っていることから、予算には影響がございません。

次に、２点目の広報事務の執行率が前年度と比較して下がった理由について申し上げます。広

報事務の予算の多くは、広報ひだかの発行に係る印刷製本費になります。令和元年の広報ひだか

１ページ当たりの印刷製本費の見積り単価が１．１円だったのに対し、令和２年度が１．３０円

だったことが予算額を増やした理由でございます。

また、令和２年度の執行率が低かった主な要因といたしましては、広報ひだか１ページ当たり

の印刷製本費の入札単価が、令和元年度が０．８９円だったのに対し、令和２年度が０．８４円

になったことや、新型コロナウイルス感染症の影響によりイベントや事業の中止により記事が少

なくなったため、広報ひだかの発行総ページ数が、令和元年度の３３６ページから２８０ページ

になったことにより、印刷製本費の支出金額が減ったことによるものです。

次に、３点目の、同じく広報事務の情報提供件数が減っている理由についてお答えいたします。

情報提供の多くは各課からの市のイベント開催情報でございます。平成２８年度までは高麗郡建

郡１３００年関連のイベントを多く開催していたことにより情報提供件数が多かったものです。

また、その後、記者クラブとの調整等によりイベント開催後の情報提供を取りやめるなど情報提

供内容を見直したことや、新型コロナウイルス感染症の影響によりイベントが中止になったこと

により情報提供件数が減少しているものでございます。

以上でございます。

ｏ和田委員長 ほかに質疑はございませんか。

佐藤委員。

ｏ佐藤委員 お願いいたします。

成果説明書１９ページ、ウェブ情報発信運営事務でありますけれども、ホームページのアクセ

ス数が前年度比で約２倍と大幅に伸びています。どのページのアクセスが特に多いのか、今後の

情報発信に向けてやっぱり大事な点だと思いますので、お尋ねをいたします。

ｏ和田委員長 関口市政情報課長。

ｏ関口市政情報課長 ホームページアクセス数が前年度に比べて伸びている理由についてお答えいた

します。

新型コロナウイルス感染症関連情報ページのアクセス数が非常に多くなっており、ホームペー

ジアクセス数が伸びている要因となっております。

以上でございます。
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ｏ和田委員長 ほかに質疑はございませんか。

加藤委員。

ｏ加藤委員 ４点お伺いいたします。

まず、成果説明書１６ページ、情報公開・個人情報保護事務、こちら執行率が１．３％と低く

なっている理由をお尋ねいたします。

２点目、成果説明書の１８ページ、決算書の６１ページに当たりますけれども、ＩＣＴ管理運

営事務、令和３年度のＣＶＣＦ入替え工事に向けて重要機能室の電源入出力図面の作成を行った

として、決算書６１ページのＣＶＣＦ電源入出力図面作成等委託料５５万円が計上されています

けれども、この委託料の具体的な内容の御説明をお願いします。

３点目、成果説明書同じく１８ページ、情報化推進事務、２つ目の項目のところに各種手続の

オンライン化とありますけれども、具体的にどのようなもので、決算書のどこの費目に対応する

のか教えてください。

４点目、成果説明書の２０ページ、統計調査管理事務、執行率が８．５％と低くなっている理

由の御説明をお願いいたします。

以上です。

ｏ和田委員長 関口市政情報課長。

ｏ関口市政情報課長 まず、１点目の情報公開・個人情報保護事務の執行率が１．３％と低い理由に

ついて申し上げます。

この事務でございますが、市政の透明かつ円滑な運営及び個人の権利利益の保護を目的として

おり、市の実施機関が保有する情報の適正な開示及び個人情報の適切な取扱いに必要な予算を計

上しているものでございます。歳出予算の内容といたしましては、報酬（情報公開・個人情報保

護審査会５万６，０００円）、旅費（県内情報公開事務研究会）、需用費（チューブファイル、乾

電池など）を購入して、合計６万円となっております。予算のうち主に占めているのが情報公開

・個人情報保護審査会報酬となります。毎年、２月下旬から３月上旬に情報公開・個人情報保護

審査会を開催しておりましたが、新型コロナウイルス感染症による緊急事態宣言の状況を踏まえ、

審査会会長と審査会開催について調整をしたところ、令和２年度については中止という判断とな

りました。このことから予算の執行率が低いものとなっております。

次に、２点目のＣＶＣＦ電源入出力図面作成等委託料の詳細についてお答えいたします。ＣＶ

ＣＦ電源入出力図面作成等委託料の詳細についてでございますが、市の業務に欠かせない各種情

報システムは、停電時に自家発電装置に切り替わる間の電源供給及び安全にシャットダウンがで

きる時間の電源供給のため、ＣＶＣＦという無停電電源装置につながっております。製品寿命到

来に伴う入替え工事を実施するに当たり、事務機械室の状況を事前に把握し、電源関係の図面を

作成、必要な定格等の分析、基礎資料の作成を委託したものでございます。
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なお、令和３年度の工事は７月２２日に完了し、７月２８日に発生した雷による停電の際も問

題なく稼働、サーバー等への被害を回避することができました。

次に、３点目の各種手続のオンライン化に関わる決算額についてお答えいたします。決算書６

１ページ、情報化推進事務、共同電子申請システム運営委託料８万５５６円及び共同電子申請シ

ステム運営負担金を合算した１３万６，６６８円が各種手続のオンライン化に係る経費になりま

す。

なお、電子申請システムは県で共同調達しているもので、令和２年１１月の次期システム更改

に併せ委託料から負担金に科目変更を行っており、金額については推計人口で案分したものとな

っております。

続いて、４点目、統計調査管理事務について、執行率が低くなっている理由についてお答えい

たします。新型コロナウイルス感染症の拡大を受けまして、例年１０月頃に実施している統計事

務研究会の視察研修の実施を見送り、自動車借上料、予算額２０万２，０００円を支出しなかっ

たため執行率が低くなっております。

以上でございます。

ｏ和田委員長 ほかに質疑はございませんか。

（な し）

ｏ和田委員長 質疑を終わります。

暫時休憩いたします。

休 憩 午前１１時４０分

再 開 午前１１時４０分

ｏ和田委員長 休憩前に引き続き会議を開きます。

財政課関係について質疑を願います。

三木委員。

ｏ三木委員 ２点お願いします。

成果説明書の２６ページ、財政調整基金管理運用事務、財政調整基金年度末残高が毎年減って

いる理由を教えてください。

２点目として、同じく減債基金管理運用事務、１億９，０００万円取り崩した理由を教えてく

ださい。

以上です。

ｏ和田委員長 滝沢財政課長。

ｏ滝沢財政課長 お答えします。

１点目の財政調整基金が毎年減っている理由につきましては、財政調整基金は災害復旧、地方

債の繰上償還、その他財源の不足を生じたときの財源として積み立てております。毎年減ってい
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る理由といたしましては、各年度において執行額に見合う財源に不足が生じたことから財政調整

基金を取り崩し、一般会計へ繰り入れているためでございます。

なお、毎年度の決算における精算において剰余金が発生した場合には、地方財政法の規定に基

づき、決算剰余金の一部を財政調整基金に積み立てております。

次に、２点目の減債基金を１億９，０００万円取り崩したが、何のためかについてですが、新

型コロナウイルス感染症が与える経済への影響から、市税等への減収により財源の不足が見込ま

れましたことから、市債の償還財源として減債基金を取り崩したものでございます。

以上です。

ｏ和田委員長 ほかに質疑はございませんか。

加藤委員。

ｏ加藤委員 １点お願いいたします。

決算書３６ページ、財政調整基金繰入金についてお伺いいたします。財政調整基金繰入金は、

予算現額を超えて収入していますけれども、その理由について説明をお願いいたします。

ｏ和田委員長 滝沢財政課長。

ｏ滝沢財政課長 お答えします。

先ほども申し上げましたが、財政調整基金は災害復旧、地方債の繰上償還、その他財源不足が

生じたときの財源として積み立てております。令和２年度の予算において予算現額を超えた繰入

れを行った理由でございますが、令和３年度に繰り越しました災害復旧事業に係る国庫負担金が

令和２年度中に歳入される見込みでございましたが、令和２年度末に国庫負担金１億５，３８５

万７，０００円が年度内に交付されないことが分かりましたことから、財政調整基金を取り崩し、

財源不足を補 したものでございます。

なお、令和２年度中に歳入されなかった災害復旧事業に係る国庫補助金につきましては、令和

３年度以降に収入される見込みでございます。

以上でございます。

ｏ和田委員長 ほかに質疑はございませんか。

金子委員。

ｏ金子委員 決算書の５５ページになりますけれども、財政状況公表事務、ここのところ、１７の１

に庁用備品とあります。令和元年度の決算書の備考欄にはなかったのですけれども、２年度は９

９万円の支出をしています。これはどのようなものなのでしょうか。

以上です。

ｏ和田委員長 滝沢財政課長。

ｏ滝沢財政課長 お答えいたします。

地方公会計制度における財務書類を作成するに当たり電算システムを利用しております。従来
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使用しておりました地方公共団体情報システム機構の地方公会計標準ソフトウエアにつきまして

は、利用団体数の減少により、ソフトウエアの供給サービスが令和３年度をもって終了すること

となりましたことから、全国で９９０団体、県内で４２団体が導入している地方公会計ソフトウ

エアを搭載したパソコンを購入したものでございます。

以上でございます。

ｏ和田委員長 ほかに質疑はございませんか。

田中委員。

ｏ田中委員 決算書の１６ページ、６款の法人事業税交付金、これ２年度からの新費目ですけれども、

５，２５０万７，０００円入っておりまして、収入率が９２．１％となっております。新費目で

すので、お伺いしますが、この数字の評価についてお伺いします。

以上です。

ｏ和田委員長 滝沢財政課長。

ｏ滝沢財政課長 収入率９２．１％の評価でございますが、令和２年度は新型コロナウイルス感染症

の影響を受け、法人の収益は業種により好不調があるものの、大幅に減少している傾向でござい

ます。その中におきまして、予想よりも減収幅は少なかったものと考えております。

以上です。

ｏ和田委員長 ほかに質疑はございませんか。

（な し）

ｏ和田委員長 質疑を終わります。

暫時休憩いたします。

休 憩 午前１１時４６分

再 開 午前１１時４７分

ｏ和田委員長 休憩前に引き続き会議を開きます。

管財課関係について質疑を願います。

加藤委員。

ｏ加藤委員 ２点お伺いいたします。

成果説明書３５ページ、決算書５８ページ、庁舎等維持管理事業についてお伺いいたします。

令和元年度からの繰越明許費事業番号９６２４１３６を含んでいます。ということで、決算書５

９ページに７９７万５，０００円とあります。この庁舎修繕工事（繰越明許分）の具体的な内容

を説明してください。

２点目、決算書３４ページ、不動産売払収入についてお伺いいたします。不動産売払収入の土

地売払収入が予算現額に対して収入済額が増加している理由を説明してください。

以上です。
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ｏ和田委員長 内藤管財課長。

ｏ内藤管財課長 最初の庁舎管理事業の修繕工事の内容について御説明いたします。

令和元年９月に２階事務機械室の空調機が老朽化によりまして故障し、不具合が生じたため、

新しい空調機を設置したものでございます。令和元年度１２月補正予算で対応しましたが、空調

機が受注生産のため、納品が令和元年度内で間に合わないことから、令和２年６月３０日までの

工期末とし、繰越明許費で対応いたしました。

次に、２点目の不動産売払収入が増加している理由についてお答えいたします。収入済額が増

加した理由につきまして、高麗川駅西口土地区画整理事業地内の土地３筆、３２５．２３平方メ

ートルの売払収入が４９４万１，０００円のほか、市道の払下げ等の土地５筆、３２１．８６平

方メートルの売払収入１９９万１，１１４円があったことによります。よって、決算額は合計８

筆、６９３万２，１１４円となり、予算額５５０万５，０００円に対して１４２万７，１１４円

増加しております。

以上でございます。

ｏ和田委員長 ほかに質疑はございませんか。

佐藤委員。

ｏ佐藤委員 １点お願いします。

成果説明書の３５ページ、先ほど質疑があった庁舎等維持管理事業でありますけれども、成果

数値を見ますと、電気料金、上・下水道料金は減少しています。元年度に比べて減っていますが、

ガス料金だけがちょっと上昇しております。そこの理由をお尋ねしたいと思います。

以上です。

ｏ和田委員長 内藤管財課長。

ｏ内藤管財課長 ガス料金が前年度比で増加している理由についてお答えいたします。

ガスの使用につきましては、例年と比較しまして令和元年度の使用が少ない状況にありました。

その理由としまして、１０月に大型台風が襲来した秋が高温傾向だったことから、水道水温が例

年より高く、湯沸かし時のガス燃焼量が少なく済んだ影響があるものと思われます。こうしたこ

とから、おおむね例年どおりの使用状況にありました令和２年度につきましては、令和元年度に

対して相対的に増加したものと思われます。

以上でございます。

ｏ和田委員長 ほかに質疑はございませんか。

三木委員。

ｏ三木委員 １点お願いします。

同じ場所で、成果説明書３５ページ、庁舎等維持管理事業なのですけれども、上・下水道とか

はあまり変わらないのですけれども、電気料金が元年度に比べて約１６０万円も減っているので
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すけれども、こちらの理由を教えてください。

ｏ和田委員長 内藤管財課長。

ｏ内藤管財課長 電気料金が約１６０万円減額となっている理由についてお答えいたします。

電気の使用につきましては、空調の温度管理の徹底等により節電してきたところでございます

が、その他減額の要因としまして、令和元年１０月から電気の需給先を東京電力エナジーパート

ナー株式会社から、指名競争入札により特定規模電気事業者であります武州ガス株式会社に変更

したこと、また埼玉県知事及び参議院埼玉県選出議員補欠選挙が執行されまして、期日前投票所

としまして庁舎を８時半から夜の２０時まで開庁した状況がございます。開庁中、常時照明を点

灯し、空調機等を運転しておりましたが、令和２年度に選挙が執行されず、時間外における開庁

時間が減ったことで電気料金が削減されたものと分析しております。

以上でございます。

ｏ和田委員長 ほかに質疑はございませんか。

田中委員。

ｏ田中委員 同じく庁舎等維持管理事業について伺います。

庁舎施設等の修繕を４１件実施したと成果説明書のほうにあるのですけれども、決算書を見ま

すと３６９万７，１３３円、金銭的に決算資料のほうに出てこないような工事が多いので、これ、

金額の大きなものから３つ挙げていただけたらと思います。お願いします。

ｏ和田委員長 内藤管財課長。

ｏ内藤管財課長 修繕料の金額の大きいものから３つについてお答えいたします。

４１件の修繕のうち金額の大きいものにつきまして、最も金額の大きい修繕は電気室変圧器絶

縁油交換修繕で、請負額が４１万５，８００円でございます。この修繕は、庁舎電気室内に設置

されております変圧器内部にある部材の絶縁と運転時に発する熱を冷却させる上で不可欠な絶縁

油という材料が劣化したため、交換したものでございます。２番目に大きい修繕は、地下食堂冷

凍冷蔵庫交換修繕で、請負額が２９万７，０００円、３番目に大きい修繕は、庁舎敷地内舗装部

の白線等が摩耗したため、再塗装した庁舎路面標示塗装修繕で、請負額が２６万６，２００円で

ございます。

以上でございます。

ｏ和田委員長 ほかに質疑はございませんか。

金子委員。

ｏ金子委員 １点お伺いします。

成果説明書の３４ページになりますけれども、公有財産維持管理事務についてです。執行率が

４８．１％と低いわけですけれども、令和元年度と同じ程度の支出済額になっています。予算現

額を見ると令和元年度よりも約１．７倍予算を増やしているわけですけれども、執行率が低かっ
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た理由をお伺いいたします。

ｏ和田委員長 内藤管財課長。

ｏ内藤管財課長 執行率が４８．１％と低い理由についてお答えいたします。

市有地の除草、雑木の伐採及び市有地の売却時に単価根拠となります不動産鑑定業務委託料を

令和元年度より増額し、予算計上いたしました。除草、伐採につきましては、前年度に見込んだ

箇所の管理を当初より少ない予算で行うことができたほか、当初の見込みよりも繁茂しなかった

こと、不動産鑑定業務につきましては、令和２年度内に見込んでいた市有地について売却可能な

手続ができなかったことにより執行できなかったことから、令和元年度と同程度の決算となった

ものでございます。

以上でございます。

ｏ和田委員長 ほかに質疑はございませんか。

（な し）

ｏ和田委員長 質疑を終わります。

説明員の退席を求めます。

（説明員退席）

ｏ和田委員長 次に、議会関係について説明員の出席を求めます。

（説明員出席）

ｏ和田委員長 暫時休憩いたします。

休 憩 午前１１時５５分

再 開 午前１１時５６分

ｏ和田委員長 休憩前に引き続き会議を開きます。

議会関係について質疑を願います。

（な し）

ｏ和田委員長 質疑なしと認めます。

よって、質疑を終結いたします。

説明員の退席を求めます。

（説明員退席）

ｏ和田委員長 本日の会議はこれまでとし、次会の日程について申し上げます。

次会は、９月１５日、午前９時３０分から第２委員会室で行います。

これをもちまして本日の決算特別委員会を散会いたします。

御苦労さまでした。

散 会 午前１１時５６分
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